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英ＥＵ貿易協力協定の概要 

 

（資料）European Commission “EU-UK Trade and Cooperation Agreement: A new relationship, with big 

changes – Brochure, 24 December 2020” 
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貿易協力協定

１. 21年初から英国と欧州連合（ＥＵ）の関係は「貿易協力協定」に基づく関係に変わる。 

２. 英国は関税ゼロと数量規制なしの前例のない条件と主権の奪還を実現する成果を誇り、

欧州司法裁判所の関与もＥＵ法順守の義務も負わないことも強調する。競争条件の公平

性確保や漁業権でのＥＵの譲歩は、当初、敢えて高い要求を突きつけたからでもある。 

３. ＥＵ側は、協定による単一市場、関税同盟離脱の不利益の緩和は部分的で、アクセスは

悪化する点を強調する。協定の内容は経済的打撃が大きい「ハードな離脱」だ。 

４. 21 年からは移民制度も変わるが、コロナ禍もあり、関心は低下している。19 年 12 月の

総選挙で勝利した保守党の支持率はコロナ対応への不満から低下、経済対策の予算はＧ

ＤＰ比 16％まで膨らみ、ビジネス投資も大きく落ち込んだ。感染拡大が沈静化してもＥ

Ｕ市場へのアクセス悪化が重石となり回復が遅れるリスクはある。政府は 11月に「緑の

産業革命」を掲げたが、グリーン化投資が新たな牽引力となるかが注目される。 

５. 21年には、日英ＥＰＡなどの発効や英国独自のグローバル関税への切り替え、ＴＰＰ加

盟申請などグローバル・ブリテンへの歩みが本格的に始まる。しかし、国際情勢の変化

で、期待された米国、中国、インドとの関係強化は英国の思惑通りに展開しそうにない。 

６. 主権回復のためのＥＵ離脱によって、ＥＵ市場への自由なアクセスだけでなく、連合王

国の一体性まで手放すことになりかねないことは気掛かりだ。 
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（ 土壇場での合意成立で協定なき移行期間終了は回避 ） 

12 月 24 日、英国と欧州連合（ＥＵ）が関税ゼロ、数量規制なしの自由貿易協定（ＦＴＡ）を柱

とする「英ＥＵ貿易協力協定」（以下、新協定）で合意した。今月 31 日に迫ったＥＵ離脱による激

変緩和のための移行期間終了まで１週間という、まさに土壇場での合意成立だ。 

今後、ＥＵと英国がそれぞれ発効に向けた批准手続きを行う。当然、合意した法案を、両議会が

通常行うような精査の時間はない。英国は 12 月 30 日に議会を招集、採決を行う。ＥＵ側が、欧州

議会が年内の同意手続きの最終期限とした 12 月 20 日を過ぎての合意となったため、閣僚理事会

による承認による暫定発効とし、年明け後、欧州議会の同意手続きを経て正式発効する。 

21 年初から英国と欧州連合（ＥＵ）の関係は「貿易協力協定」に基づく関係に変わる。但し、

協定は５年毎に見直しを行い、12 カ月前に通告することで停止もできる。 

 

（ 英国はＥＵから前例のない好条件を引き出し、主権奪還の成果を誇る ） 

新協定の 1200 ページにわたる全文の公表は 12 月 26 日にずれ込んだ。合意を発表した 24 日の

段階では、英国、ＥＵは、それぞれ協定の概要を紹介する文献のみを公開したが、それぞれの文書

から受ける印象はかなり異なり、双方の交渉への姿勢が伺われる。 

英国側の文書1では、今回の協定で、ＥＵから関税ゼロ、数量規制なしという前例のない好条件

を引き出しつつ、4 年半前の国民投票での公約の主権の奪還を実現する協定をまとめた成果を誇っ

ている。 

実際、英国がＥＵから異例の対応を引き出したことは間違いない。短期間での協定の合意、柔軟

な発効手続きも、主権の奪還の遅れを意味する移行期間の延長を拒否した英国の要請にＥＵが応え

たものだ。 

英国の文書は、合意は、ＥＵ法ではなく、国際法に基づくもので、欧州司法裁判所の関与も、Ｅ

Ｕ法への順守の義務も負わないことも強調している。国民投票では、ＥＵ離脱のベネフィットとし

て、ＥＵとのヒトの移動の制限の回復、ＥＵ予算への拠出金の奪還が注目されたが、議会主権、慣

習法の伝統を持つ英国にとって、ＥＵ法の優位の原則、欧州司法裁判所の管轄権からの離脱は、よ

り本質的な問題でもあった。移行期間が終われば、ＥＵとのヒトの移動の自由は終了し、新たなポ

イント制に基づく移民制度に移行、ＥＵ予算への拠出も終了する。新協定は、ＥＵ法の支配を終わ

らせるものでなければならなかった。 

ＥＵが、ＦＴＡの条件として求めた競争条件の公平性の確保でも、英国側の文書には、ＥＵは、

補助金や、社会・労働、環境・気候などの領域ではＥＵの規制強化に英国も追随する dynamic 

alignment の要求を取り下げたこと、いかなる形でも、欧州司法裁判所が関与しないことを強調し

ている。替わりに、ともに高い水準を維持する non-regression を約束し、乖離が生じた場合には、

調停を求め、一方の措置で他方が被った損失に対して報復措置を講じる権利を双方に認めることで

決着した。 

紛争解決のメカニズムの互恵性、平等性も強調されている。双方の協議でも合意に達しない場

合、独立した仲裁パネルを設置、違反が認定されても修正や補償に応じなければ、他方は義務を停

止できる。英国は、ＥＵが第３国に開放しているプログラム2には、相応の金銭の拠出により継続し

 
1  “UK-EU Trade and Cooperation Agreement Summary” 

(https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/948093/TCA_SU

MMARY_PDF.pdf) 
2  例えば、研究とイノベーションのため「ホライズン・ヨーロッパ」や「欧州原子力共同体（ユーラトム）研究訓練

プログラム」など  

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/948093/TCA_SUMMARY_PDF.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/948093/TCA_SUMMARY_PDF.pdf
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て参加することを認められるが、これに関わる紛争処理も独立仲裁機関が担う。 

筆者は、そもそも、英国がＥＵに求めたのが「カナダ型ＦＴＡ」であったことに対して、ＥＵの規制

強化への一方的な追随を求めるのは過剰であり、実現は難しいと考えていた3。交渉の結果からは、Ｅ

Ｕは、当初、敢えて高い要求を突きつけて、妥協の余地を確保し、最低限のラインを維持したように思

われる。 

主権の奪還の象徴として、最後まで対立点として残った漁業では、ＥＵの「共通漁業政策」から

の離脱と独立した沿岸国家としての権限回復を誇っている。交渉の結果は、ＥＵに英水域で現在と

同じ漁獲量を認める移行期間は５年半、漁獲割当の返還の割合は 25％となり、ＥＵ側が当初提示

した 14 年よりも短く、18％よりも引き上げられたという。漁業権を巡る対立は、離脱の成果として

領海の主権を回復したい英国と、限定的かつ段階的な返還で激変を緩和したいＥＵの対立の構図は

わかりやすいが、この分野でもＥＵは予め譲歩の余地を確保していたように思う。漁業がＧＤＰに

占める割合は英国、ＥＵともに 0.1％以下に過ぎない。ＥＵ加盟国で、この問題に関心を持つのは

フランス、オランダ、スペインなどの一部に留まる。漁業権での対立が解消できず、協議が決裂す

ることは考え難かった。 

 

（ ＥＵは単一市場へのアクセスへの制限を強調 ） 

ＥＵ側の文書では4、新協定は、英国が、ＥＵ法の支配から離れ、単一市場、関税同盟を去ることで生

じる不利益を部分的に緩和するが、単一市場へのアクセスは悪化する点を強調している。ＥＵの文書か

らは、英国が、主権の回復のために英国が何を手放したのかがわかる。 

財の移動に関しては、移行期間までは不要だった通関手続きや付加価値税、物品税の支払いコス

トは発生する。規制体系も異なるものとなるため、英国の製造業者が、ＥＵ市場での販売を望む場

合には、ＥＵ機関から規制への適合性の承認を受ける必要が生じる。 

関税ゼロの適用を受けるための原産地証明は、輸出業者による自己証明を可能にし、原産地規則

は、英国が求めたカナダ型と同じ協定締約国の領域で行われる非現産品への作業または加工のすべ

てを加算して考慮に入れることができる「全累積」を採用する。通関手続きの負担軽減やモノの移

動の簡素化のため、信頼できる貿易業者を認定するプログラムの相互承認や、リスクの低い製品の

国際標準を共通の参照値とし、生産者の自己申告を認めること、ワイン、オーガニック製品、自動

車、医薬品、化学品については、付属文書として、不必要な非関税障壁低減の協力に関する合意も

まとめられている。 

財の移動が自由な単一市場を離脱し、新協定に基づく関係に移行することで生じる負担は、業種

によっても、企業によっても異なる。今後は新協定の詳細から影響を評価し、戦略を再考する動き

も出てくるだろう。 

 

（ 限定的なサービス分野の合意。金融サービスの同等性評価は協定の範囲外 ） 

サービス分野では、英国は単一市場からの離脱で「母国法主義（母国の法令等で許可されている

場合、他の加盟国の許可を得ることなく、その国でサービスを提供し得る）原則」の適用外となる。

 
3  Weekly エコノミスト・レター 2020-1-24「離脱後の英国とＥＵの協議－ＥＵは移行期間延長もゼロ・ダンピング

の確約も得られない－」及び基礎研レター2020-9-29「迫るブレグジットの移行期間終了－英ＥＵ協議決裂と英国分裂

リスクをどう見るか？－」をご参照下さい。 
4  European Commission “EU-UK Trade and Cooperation Agreement: A new relationship, with big changes - 

Overview of consequences and benefits” 24 December 2020 及び”EU-UK Trade and Cooperation Agreement: A new 

relationship, with big changes - Brochure” 24 December 2020 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=63479?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=63479?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=65619?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=65619?site=nli
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ＥＵでサービスを提供するには、加盟国毎に異なる規則に適合するか、ＥＵ圏内に拠点を新設する

必要がある。単一の規制体系の下で規制当局からの単一の承認で、単一市場内での金融サービスを

提供する自由を認める金融業の単一パスポートも失う。 

新協定は、サービス分野もＷＴＯルール以上の内容と説明されているが、規制や資格の相互承認

といった、単一市場離脱の不利益を緩和する取り決めはなく、英国の事業者のＥＵ圏内でのサービス

の提供の自由度は低下する。ジョンソン政権は、主権の奪還の観点から、規制の独立性確保を求め、Ｅ

Ｕも単一市場の「いいとこどり」は認めない方針で臨んだ結果である。 

金融サービスの同等性評価や、データ保護規則の十分性認定は、ＥＵの一方的な判断に基づくも

のであり、新協定の範囲外とし（表紙図表参照）、ＥＵは合意に合わせた判断も見送った。そもそ

も、金融サービスの同等性評価は、単一パスポートのように業務を横断的にカバーするものではな

く、対象外の業務もある5。規制の乖離が生じた時点で、ＥＵが予告なく取り消すこともある。金融

分野で、ＥＵが同等性を認めているのは、英国を拠点とする中央清算機関（ＣＣＰ）に関して 2022

年 6 月末まで一時的な同等性を認め、ＥＵ内の金融市場参加者による英国のＣＣＰ利用を引き続き

可能にするという判断だけだ。在英国金融機関は、すでに単一パスポートの適用除外に備えてＥＵ

圏内への拠点の新設や拡張し体制を整えており、規制変更への対応は粛々と進むだろう。 

ジョンソン首相は、12 月 24 日のＥＵとの合意に関する声明で「6600 億ポンド相当の最大の貿

易協定」と表現した6。英国国家統計局によれば、英国のＥＵとの貿易総額は 19 年で 6620 億ポン

ドだが、およそ３分の１相当の 2234 億ポンドはサービス貿易が占める（図表１）。サービスに関す

る内容の乏しさから、いささか誇張された表現と感じられる。 

 

図表１ 英国の対ＥＵ、対その他地域との貿易額（2019 年） 

 

（資料）英国国家統計局（ＯＮＳ）国際収支統計 

 

（ 新協定で無秩序な離脱は回避できたが、内容は「ハードな離脱」 ） 

主権の奪還を重視したジョンソン政権がまとめた新協定の内容は、経済的な打撃が大きい「ハー

ドな離脱」だ。 

 
5  内容やパスポートの利用状況については、ニッセイ基礎研レポート 2017-03-31「英国のＥＵ離脱とロンドン国際

金融センターの未来」をご参照下さい。 
6  GOV.UK, “Speech Prime Minister's statement on EU negotiations: 24 December 2020” 

（https://www.gov.uk/government/speeches/prime-ministers-statement-on-eu-negotiations-24-december-2020） 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=55386?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=55386?site=nli
https://www.gov.uk/government/speeches/prime-ministers-statement-on-eu-negotiations-24-december-2020
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新協定発効の目途がついたことで、新型コロナの感染拡大に見舞われる中で、合意がなき移行期

間の終了という二重の混乱を回避する土台は構築された。 

しかし、新協定に基づく関係の切り替えによる激変を緩和する「移行期間」は、ＥＵ側が望んだ

漁業や、北アイルランド議定書の運営のために別途合意した北アイルランドの食品輸入業者へのＥ

Ｕの食品安全基準証明の３カ月免除といった限定的なものに限られる。 

但し、英国では、移行期間終了に伴う一方的な激変緩和の措置を準備している。通関業務の混乱

回避のため、英国政府は 21 年 1 月 1 日から多くの品目で通関申告手続きを最長 6 カ月間猶予し、

関税の支払いも通関申告時まで繰り延べを認める方針を示している。製品安全基準適合マークもＣ

ＥマークからＵＫＣＡマークに切り替わるが、22 年 1 月 1 日まではＣＥマークの使用を引き続き

許可、EU 型式認証の車両も、英国当局が発行する 2 年間有効の暫定認証を取得した場合は、2020

年 12 月末以前に製造されたものであれば流通を認める。金融サービスでは、一部主要な業務を除

き、新規制への対応を 2022 年 3 月末まで猶予する。 

それでも、単一市場、関税同盟離脱の影響が広範囲で、新協定による恩恵を受けるために手続き

等が必要になるため、新たな関係が定着するまでには時間が必要だろう。英仏間のドーバー海峡で

は、クリスマスと重なった英国における新型コロナの変異種の感染拡大対策の輸送制限で混乱が生

じたが、移行期間終了による通関手続きの発生や企業の対応の遅れで、物流がなかなか正常化しな

いリスクは残る。 

移行期間終了時の短期的な混乱以上に注目すべきは、英国とＥＵの間に規制などの壁が新たに

出現することによる中期的な影響だ。 

メイ政権期の 18 年 11 月に英国政府がまとめたＥＵ離脱の長期的な経済の影響に関する試算で

は、ＧＤＰ押し下げ幅は、合意なしの 7.7％に対して、平均的なＦＴＡでは 4.9％と打撃は縮小する

が、例えば単一市場に留まる場合の 1.4％に比べると大きい。単一市場からの移民の純流入がゼロ

の場合は、合意なし 9.3％、ＦＴＡの 6.7％である。 

 

（ コロナ禍で低下するヒトの移動の自由停止への関心 ） 

ＥＵとの間でのヒトの移動の自由は移行期間終了と共に停止する。国民投票の後、ＥＵから英国

への移民の流入は明確に減少したが（図表２）、ＥＵ以外からの移民の流入が増加したことで、直

近の 20 年 3 月までの１年間では、英国への流入と英国から流出を差し引いた純流入は再び 30 万

人を超えていた（図表２）。ＥＵとのヒトの自由移動を停止し、ＥＵ市民とその他の区別をなくし

たポイント制の移民制度への切り替えで、経済が下押しされるかは制度の運営次第だろう。 

そもそも、移民に関する英国内での関心は低下している。国民投票の直前は、英国の有権者の最

大の関心事であり（図表３－左）、ＥＵ離脱がＥＵからのヒトの流入に歯止めを掛ける唯一の手段

という訴えが響いたとされる。しかし、現在は、新型コロナの感染拡大が圧倒的な関心事であり（図

表３－右）、経済の先行きを懸念する割合も上昇している。感染抑制のため、ヒトの移動そのもの

を制限せざるを得なくなっており、移行期間の終了で、21 年には英国は、ヒトの移動に関するコン

トロールを取り戻す効果は見極め難くなっている。 
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図表２ 英国への移民の純流入 

 

（注）各四半期末までの１年間の累計 

（資料）英国国家統計局（ＯＮＳ）国際収支統計 

 

 

図表３ 世論調査｜英国が直面する課題 

［2016 年 5 月］ ［2020 年 11 月］ 

 

（資料）Ipsos MORI “Issues Index” 

 

（ ジョンソン首相の支持率も低下 ） 

ジョンソン首相は、19 年 12 月の総選挙で、単独過半数の議席を獲得する勝利を収め、20 年 1

月末の離脱を実現したが、新型コロナの対応で批判から支持率が低下、足もとでは最大野党・労働

党に逆転を許すケースも見られるようになってきた（図表４）。 

支持率低下の最大の要因は新型コロナ対応への不満だ。12 月 27 日時点での英国の死亡者数は 7

万人を超え、世界で６番目に多い7。足もとでは感染力の強い変異種による感染の再拡大で（図表

５）、厳しいロックダウンを継続せざるを得なくなっている。雇用や企業支援などコロナ対応の経

済対策の規模も、3 月の当初予算以降、逐次追加対策を積み上げた結果、時間の経過とともに膨ら

んでおり、財政責任局（ＯＢＲ）の推計では 11 月 25 日までに新型コロナ対策の予算はＧＤＰ比

16％相当、2800 億ポントに達している（図表６）。 

 

 
7 COVID-19 Dashboard by the Center for Systems and Engineering at Johns Hopkins University による。米国、

ブラジル、インド、メキシコ、イタリアの死者は英国を上回る。 
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図表４ 世論調査｜明日総選挙ならどの政党に投票するか 

 

（資料）YouGov “Westminster voting intention” 

 

図表５ 英国における新型コロナ新規感染確認数と死者数 

 

（資料）欧州疾病予防管理センター（ＥＣＤＣ） 

 

図表６ 2020 年度の英国の新型コロナ対策費の推移 

 

（資料）英予算責任局（ＯＢＲ）「Economic and fiscal outlook」November 2020 
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（ コロナ禍とＥＵ離脱で委縮する投資。英国でもグリーン投資が新たな牽引役として期待 ） 

ＥＵ離脱を巡る不透明感は、国民投票で離脱を選択してから英国でのビジネス投資の伸び悩み

の要因となってきたが、足もとはコロナ禍による打撃も加わり、世界金融危機を大きく上回る落ち

込みとなっている（図表７）。英国国家統計局（ＯＮＳ）によれば、投資の遅延や中止の理由として

ＥＵ離脱と答える割合は 2019 年から 2％前後で推移してきたが、新型コロナと答える割合はピー

クの 2020 年 4～6 月期には 53％、7～9 月期も 35.4％を占めた。コロナ禍の影響は、感染拡大の沈

静化により緩和すると期待されるが、ＥＵ市場へのアクセス悪化が重石となって、水準を取り戻す

までにかなりの時間を要する可能性がある。 

図表７ 英国の実質ビジネス投資 

 

（資料）英国国家統計局（ＯＮＳ） 

ＥＵは新たな成長戦略「欧州グリーン・ディール」による復興を目指すが、英国も 11 月に 2050

年温室効果ガス排出量の実質ゼロに向けた「緑の産業革命」の 10 項目計画を明らかにしている（図

表８）。グリーン化投資が、ポスト・コロナとポスト・ブレグジットの英国経済の新たな牽引力とな

るのかが注目される。 

図表８ 「緑の産業革命」の 10 項目 

 

（資料）HM Government “The Ten Point Plan for a Green Industrial Revolution” November 2020 
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（ 「グローバル・ブリテン」を目指す英国の難路 ） 

離脱派が描いた英国の未来像はＥＵの法規制という制約から離れ、世界へ広がる「グローバル・

ブリテン」だ。 

21 年には、グローバル・ブリテンへの歩みが本格的に始まる。21 年初には、ＥＵとの新協定と

もに、日英ＥＰＡなど、英国がＥＵ加盟国として締結した自由貿易協定（ＦＴＡ）や経済連携協定

（ＥＰＡ）の再締結した協定も発効する。英国が、ＦＴＡ／ＥＰＡ（経済連携協定）締約国や一般

特恵関税制度（ＧＳＰ）を適用する開発途上国以外に適用する関税率は、ＥＵの共通域外関税（Ｃ

ＥＴ）から、英国独自のグローバル関税（ＵＫＧＴ）に切り替わる。ＵＫＧＴでは、畜産品、セラ

ミック製品、化学品などでは関税率を維持、乗用車の関税はＣＥＴと同じ 10％、部品はＣＥＴより

も低いが、関税撤廃は見送ったが8、ＣＥＴよりも関税ゼロの品目が多く、端数の切り下げの効果も

あり平均関税率は 7.2％から 5.7％に下がる9。英国は、21 年早々にも環太平洋経済連携協定（ＴＰ

Ｐ）への加盟を申請する方針だ。 

しかし、これだけで、貿易や投資で半分ほどのウェイトを占めるＥＵ市場へのアクセスが悪化す

る不利益を補うことは難しい。 

国民投票の時点では、米国、中国、インドという大国との関係強化が期待されていたが、わずか

４年半で国際情勢は大きく変わり、英国の思惑通りに展開することは難しくなっている。米国の大

統領は、ＥＵを敵と呼び、ＥＵ離脱を支持したトランプ大統領からアイルランドにルーツを持ち、

ＥＵ離脱がアイルランド和平に及ぼす影響を懸念するバイデン大統領に替わる。中国との関係も、

キャメロン政権期には「蜜月」と言われたが、米中対立は先鋭化し、英国との関係も香港の国家安

全維持法を巡る対立などで冷え込んでいる。インドは、アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）参

加を見送るなど、保護主義的傾向を強めている。 

 

（ ＥＵ市場への自由なアクセスだけでなく、連合王国の一体性を手放すことになるリスクも ） 

ＥＵ離脱プロセスを完遂したジョンソン首相は、国民投票での民意の実現を誇ったが、今後問わ

れるのは、ＥＵ離脱が、英国にとってのより良い未来、雇用、所得の改善につながる選択であった

のかだ。 

21 年から、北アイルランドは、アイルランドとの国境の厳格な管理を回避するため、英国の関

税地域の一部ではあるものの、財のＥＵ規則が適用され、事実上ＥＵの単一市場に残留する変則的

な形となる。 

スコットランドは、国民投票で 62％と明確な過半数が残留を支持したことから、ＥＵ離脱その

ものに反対しており、「ハードな離脱」が現実となれば、不満は一層高じるだろう。スコットランド

は 21 年 5 月 6 日に議会選挙を予定するが、世論調査では、独立機運の高まりとともに、独立の是

非を問う住民投票を掲げる第１党のスコットランド民族党（ＳＮＰ）の支持も固くなっている10。 

ＥＵ離脱と新協定の発効は、ＥＵ市場への自由なアクセスだけでなく、連合王国の一体性まで手

放すことに発展しかねないリスクは気掛かりだ。 

 
8  GOV.UK, “Check UK trade tariffs from 1 January 2021（https://www.gov.uk/check-tariffs-1-january-2021） 
9  Stevens & Bolton LLP “Changes to imports in 2021 - The UK Global Tariff”,17 Aug 2020 
10 例えば、The Scotsman/Savanta ComRes の世論調査（https://www.scotsman.com/news/politics/poll-shows-

scottish-independence-support-surging-joint-record-levels-snp-set-majority-3070791）では、住民投票が行われた場

合、独立に賛成すると答えた割合が 52％、2 年以内に住民投票をすべきと答えた割合が 40％、21 年 5 月の議会選挙で

ＳＮＰに票を投じると答えた割合が 55％だった。 
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